
 

亀岡市手話言語及び障害者コミュニケーション条例  

  

 亀岡市は、昭和５７年に「健康で文化的な生活の基礎的条件が確保されること

により、生涯にわたり人間に値する生活と人格の自由な発展がひとしく保障さ

れる社会こそ、福祉社会といえる。」として、「福祉都市」を宣言し、障害福祉

に係る施策を計画的に推進しています。  

 社会は、人と人が関わり合い、お互いの思いを伝え合うことによって成り立っ

ています。助け合い、敬い合うためにはコミュニケーションが必要です。  

 ろう者のコミュニケーションの手段である手話は、手指や体の動き、表情を使

って視覚的に表現する言語（手話言語という。以下同じ。）であり、音声言語で

ある日本語と同等の言語です。ろう者は、物事を考え、コミュニケーションを

図り、お互いの気持ちを理解し合うために、また、知識を蓄え、文化を創造す

るために必要な言語として手話言語を大切に育んできました。  

 しかしながら、今まで手話言語は言語と認められていなかったため、手話言語

を学び、手話言語で学ぶ環境が整備されてこなかったこと、また、社会におい

ても、手話言語への理解は乏しく、手話言語を使用する環境が十分には整えら

れてきませんでした。  

また、ろう者だけでなく、多くの障害者が、生活に必要不可欠な情報取得及

びコミュニケーションに著しい困難を抱えています。  こうした状況に鑑み、

手話言語を言語として認識するとともに、あらゆる障害者が必要とするコミュ

ニケーション手段の普及を促進することにより、すべての市民が互いに人格と

個性を尊重し、支え合いながら自分らしく豊かに暮らすことができる地域社会

を構築するため、この条例を制定します。  

  

  

 

 



（目的）  

第１条 この条例は、手話言語に対する理解の促進及び手話言語の普及並びに多

様なコミュニケーション手段（手話言語、触手話言語、要約筆記等の文字の

表示、点字、音訳、平易な表現、代筆及び代読、その他日常生活又は社会参

加を行う場合に必要とされる補助的及び代替的な手段としての情報及びコミ

ュニケーション支援用具等をいう。以下同じ。）の利用の促進に関し基本理念

を定め、市の責務並びに市民及び事業者の役割を明らかにし、手話言語及び

多様なコミュニケーション手段に関する施策を推進することにより、障害者

と障害者以外の者が互いに人格と個性を尊重し、支え合いながら生きる地域

社会を実現することを目的とする。  

 （基本理念）  

第２条 手話言語に対する理解の促進及び手話言語の普及は、手話言語が独自の

言語であることを基本に行われなければならない。  

２ 多様なコミュニケーション手段の利用の促進は、障害者と障害者以外の者が

相互の違いを理解し、互いに人格と個性を尊重することを基本に行われなけ

ればならない。  

 （市の責務）  

第３条 市は、基本理念に基づき、手話言語に対する理解の促進及び手話言語の

普及並びに多様なコミュニケーション手段の利用の促進のため、必要な施策

を総合的かつ計画的に実施しなければならない。  

  

  

 （市民の役割）  

第４条 市民は、基本理念に基づき、手話言語に対する理解を深めるとともに、

多様なコミュニケーション手段の利用の促進のための市の施策に協力するよ

う努めるものとする。  

 （事業者の役割）  

第５条 事業者は、基本理念に基づき、手話言語に対する理解を深めるととも

に、多様なコミュニケーション手段の利用の促進のため、多様なコミュニケ



ーション手段を必要とする者に利用しやすいサービスを提供するよう努める

とともに、市の施策に協力するよう努めるものとする。  

 （観光旅行者その他の滞在者への対応）  

第６条 市、市民及び事業者は、多様なコミュニケーション手段を必要とする観

光旅行者その他の滞在者が、安心して滞在することができるよう、多様なコ

ミュニケーション手段への理解のある対応をし、又は利用しやすいサービス

を提供するよう努めるものとする。  

 （施策の推進及び検証）  

第７条 市は、第３条に規定する市の責務を果たすため、次の各号に掲げる施策

を実施するものとする。  

⑴ 手話言語に対する理解の促進及び手話言語の普及に関すること。  

⑵ 多様なコミュニケーション手段を習得する機会の創出に関すること。  

⑶ 多様なコミュニケーション手段の利用を促進する意思疎通支援者その他

の支援者の確保及び養成支援に関すること。  

⑷ その他手話言語に対する理解の促進及び手話言語の普及並びに多様なコ

ミュニケーション手段の利用の促進に関すること。  

２ 市は、前項の施策の推進を図るため、亀岡市障害者基本計画（障害者基本法

（昭和４５年法律第８４号）第１１条第３項の規定に基づき策定された計画

をいう。）に位置づけ、検証を含め総合的かつ計画的に推進するものとする。  

 （財政措置）  

 

第８条 市は、手話言語に対する理解の促進及び手話言語の普及並びに多様なコ

ミュニケーション手段の利用を促進するため、必要な財政上の措置を講ずる

よう努めるものとする。  

  

   附 則  

  

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

  


